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研究成果の概要（和文）：　本研究では、2004年の行政訴訟制度の改革について、文献資料に依拠しつつ、住民
訴訟制度の改革との詳細な比較事例研究を行うとともに、同時期の韓国・台湾の行政訴訟制度の展開を中心に国
際比較を行った。また2016年の不服審査制度の改革についても事例研究を行った。さらに行政訴訟制度の改革の
影響を検討するため判例のデータベースを構築し、分析を行った。、2000年代のわが国の行政訴訟改革は訴訟を
提起しやすくすることを一つの主眼としていたが、改革後、訴訟は大きく増えなかった。改革当時の政策当事者
の認識と、実際の世論の認識にどのような点に相違があったのかを探るため、世論調査を行い、分析を行った。

研究成果の概要（英文）：First, I conducted a detailed comparative case study of the administrative 
litigation system reform in 2004 and the taxpayers' suit system reform in 2004.  I further compared 
these cases against recent administrative litigation reforms in other developed democracies, 
especially South Korea and Taiwan during the 2000s.  I also conducted a detailed case study of the 
2016 administrative appeals system reform.  In addition, to assess the consequences of the 
administrative litigation reforms, I built an original database of Japanese district-level court 
decisions over administrative cases before and after the 2004 reform and conducted quantitative 
analyses of the dataset.  Finally, contrary to policymakers' expectations, the series of 
administrative litigation reforms did not lead to an increase in administrative cases.  To probe 
why, I conducted a public opinion survey of the conditions under which citizens become more willing 
to bring administrative litigation cases.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
わが国の政治学において、一部の例外を除き、司法制度はほとんど分析の対象とされてこなかったが、近年、わ
が国司法をめぐる政治学的分析が始まりつつある。本研究はこれらの研究をさらに発展させる試みとして位置づ
けうる。
　また従来、司法をめぐる研究の圧倒的大部分はアメリカを対象としていた。ようやくこの20年ほどの間にTom 
Ginsburgらによる比較憲法研究や、Georg Vanbergによるドイツ憲法裁判所の研究などアメリカ以外の先進国の
司法をめぐる比較政治学的研究にが始まっており、しかしこれらの比較政治学的研究の中で日本が主たる分析対
象として扱われることは少なく、本研究はこの間隙を埋めるものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

本研究の目的は、わが国の行政訴訟制度の特徴を他の先進各国との比較において位置づけた上

で、その形成要因を政治学的に分析することである。従来、わが国の行政訴訟制度は原告適格

の要件の厳しさや、出訴期間の短さなどから、他の先進諸国と比較して原告にとって不利であ

るといわれており、このため他の先進諸国と比べて行政訴訟の件数も少なく、また原告の勝訴

率も低いといわれてきた。しかし2000年代前半、一連の司法改革の一環として行政事件訴訟法

が改正（2004年）され、原告適格が拡大され、救済範囲が拡大されるとともに、出訴期間も延

長され、また2014年には行政不服審査法が改正されるなど、訴訟の提起をしやすくする改正が

続いている。実際、制度の改革に伴い、行政訴訟の新規件数（地裁レベル）は、2000年の2,790

件から、2017年の4,565件へと、6割以上も増加している。 

行政が自らに対する異議申し立てを制限しようとするのは当然である。しかしその制限の仕方

や程度には国によって差異がある。そもそもわが国の行政訴訟制度はどのような点において、

どこまで制限的なのか。そのような制度が成立した政治的な要因は何か。また日本においてこ

の20年ほどの間に行政訴訟をむしろ促進する制度改革が続いているのはなぜか。それらを可能

としている政治的条件は何か。本研究は、これらの問いに対して比較政治学的な分析を行い、

仮説を提示しようとするものである。 

 

２．研究の目的 

わが国の行政訴訟は件数が少なく、また勝訴率も低い一方で、時折重要な政策転換を促してき

たことが知られている。たとえば一連の公害訴訟においては、裁判所の判断が、国会による被

害者の救済と公害規制の強化へと繋がったといわれる。最近ではC型肝炎訴訟やハンセン病訴訟

をめぐる司法の判断が患者の救済に道を開いており、また一連の議員定数不均衡訴訟も、選挙

区間の定数是正に一定の貢献をしてきた。これらはいずれも行政訴訟である。 

わが国の行政訴訟事件の勝訴率が低い理由としては、従来、裁判所の人事慣行に一つの要因が

あることが指摘されてきた。マーク・ラムザイヤーなどの研究は、国に対して不利な判決を下

した判事は、その後の人事において冷遇されることが多いことを示し、これが司法の行政に対

する消極性を招いていると主張した。しかし人事の問題とは別に、そもそもわが国の行政訴訟

法制度が他の先進諸国に比べて行政訴訟の提起を困難としていることは、多くの行政法学者が

指摘してきたものの、その理由については十分に明らかにされて来なかった。 

もちろん行政訴訟法制度については行政法学者や比較法学者、法社会学者によって多くの研究

が蓄積されている。しかし行政訴訟制度の設計は第一次的には政治的な要因によって決まるも

のであるが、その比較政治学的な分析は、国内においても国外においてもほとんど行われて来

なかった。本研究はこの間隙を埋めようとするものである。 

本研究のもう一つの特徴は、わが国の行政訴訟制度を比較の観点から位置づけ、かつその形成

要因を比較の観点から分析しようとする点にある。わが国の行政訴訟制度の特徴を、国際比較

という「横軸」と、歴史的変化という「縦軸」という二軸において比較を行うことで、その形

成要因について、より一般的に適用可能な枠組みの構築を目指すものである。 

 

３．研究の方法 

本研究のもっとも大きな部分を占めたのは比較事例分析である。まず、2004 年の行政訴訟制

度の改革について、文献資料に依拠しつつ、2001 年の住民訴訟制度の改革との詳細な比較事例



研究を行い、さらに 2016 年の行政不服審査制度の改革の事例とも比較を行った。近年の行政訴

訟制度改革が総じて訴訟を提起しやすくする方向の改革であり、2004 年の行政訴訟制度改革も、

2016 年の行政不服審査制度の改革も、そのような改革であるのに対して、住民訴訟制度の改革

はむしろ訴訟を制限する方向の改革であり、行政訴訟における制度改革の方向性を規定する要

因を分析する上で、格好のコントラストを提供する。これらの事例分析においては、主として二

次資料に依拠した。 

第二に、同時期の韓国・台湾の行政訴訟制度の展開を中心に国際比較を行った。わが国におい

ては戦後占領改革と 1960年代はじめに行政訴訟制度改革の大幅な改革が行われた後、2000 年代

に入るまで制度改革は行われず、また訴訟件数も相対的に少ないのに対して、韓国・台湾では民

主化以降、数度にわたり行政訴訟制度の改革が行われ、訴訟件数も相対的に多いのが特徴であり、

わが国との比較に好適な事例を提供する。当初は両国に赴いての現地調査も予定していたが、

2020 年以降の新型コロナウイルスの拡大を受け、これらの事例分析においても、文献調査を中

心に行うこととなった。 

行政訴訟制度の改革が判決に及ぼした影響を検討するため、改革前後の地方裁判所レベルの

行政訴訟について、2000 年から 2010 年までの判例のデータベースを構築し、分析を行った。 

上記のように、2004 年の行政訴訟制度の改革は、訴訟を提起しやすくすることを一つの大き

な主眼としていた。実際、改革の実現以降、行政訴訟音件数は増加したが、それでも他の多く音

先進諸国に比べればまだ低い水準にとどまっている。改革当時の政策アクターの認識と、行政訴

訟の提起をめぐる一般市民の認識の間にはどのようなずれがあったのか。この点を探るために、

コンジョイント実験を組み込んだ世論調査を実施し、データの分析を行った。 

 

４．研究成果 

本研究では、行政訴訟制度がどこまで訴訟を許容するかについて、3 つの仮説を検証した。第一

に、政党間のダイナミクスを重視する仮説である（「政治的アプローチ」）。比較政治学的にも、

各政党の立場や、政党間の力関係は、情報公開聖堂の導入やその強さ、司法の独立性強化などの

いわゆる「アカウンタビリティ改革」に大きな影響を及ぼすことが知られる。とすると、政党間

のダイナミクスは、行政訴訟制度の設計においても重要である可能性がある。 

第二に、官僚の役割を重視する仮説である（「行政的アプローチ」）。専門性の高い行政訴訟制

度の設計は、多くの政治家が参入しにくい領域であり、このため官僚優位の制度設計がなされる

可能性がある。 

第三に、政策専門家の役割を重視 s る仮説である（「政策専門家アプローチ」）。司法政策は高

度に専門的な政策領域であり、本研究課題の関心である行政訴訟制度の整形・改革においても、

歴史的に多くの法学者が関わってきた。比較の視座からも、政策形成に関わる法学者が制度設計

の方向性を決める上で大きな役割を果たす可能性がある。 

行政訴訟改革と住民訴訟改革、行政不服審査制度の改革の比較事例分析からは、社会アクター、

とりわけ専門家集団の重要性が示された。しかし韓国・台湾との比較事例分析からは、社会アク

ターよりも政党政治の重要性が示唆された。とくに行政訴訟改革と住民訴訟改革の比較事例研

究については、数度にわたり国際学会での発表を行い、現在査読誌において審査中である。 

またわが国の行政訴訟判例のデータベースの分析からは、行政訴訟制度改革そのもの自体は

判決動向に大きな影響を与えているとの知見は得られなかった。この分析についても、2023 年

度末に国際学会（イギリス法社会学会）において報告を行った。もっとも、このデータベースに

ついては、今後ももう少し時期を延ばして作成を続け、行政訴訟制度改革が与えた影響をさらに



検証する予定である。 

 さらに、行政訴訟提起をめぐるサーヴェイ調査の分析も行った。行政訴訟制度改革における議

論においては、主として当事者適格の認定の厳しさや出訴期間などが大きな論点となった。たし

かに当事者適格の認定は原告が勝訴する可能性を高めるものであり、サーヴェイ調査において

も、世論の側も訴訟を提起するにあたり、勝訴の確率を考慮することが確認された。しかし調査

からは、勝訴の確率もさることながら、訴訟の費用も市民の側の訴訟提起意欲に大きく影響する

可能性が示唆された。この分析結果は、2024 年 Midwest Political Science Association にて

報告を行い、今後修正の上、査読誌に投稿の予定である。 
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